
Ⅲ 文教費の概観

前章では，地方教育費調査の結果について解説したが，本章では，平成１９会計年度の文

教費全体を取り上げ，これが国内総生産・国民所得や行政費とどのような関係にあるかなどに

ついて概観する。

ここでいう文教費とは，国，都道府県及び市町村の公財政から支出された教育費（文部科

学省（平成１１年度以前は文部省）所管の一般会計歳出決算額を含む。）の総額であり，財源

には，授業料，入学金等及び公費に組み入れられた寄付金を含めている。また，国立及び公

立の大学・短大等の経費には，附属病院経費及び研究費を含めている。

なお，前章で取り扱った地方教育費の範囲とは次の点で異なっている。

(１) 本章の地方教育費は，都道府県及び市町村の歳出決算額として計上された経費（公

費）であり，前章で含めていた公費に組み入れられない寄付金を財源として支出された

教育費は含まない。

(２) 前章の地方教育費では除かれていた公立の大学・短期大学等の経費及び都道府

県・市町村が支出した私立学校補助にかかる経費を本章では含んでいる。

(３) 本章では，国と地方の負担関係をみる場合，国が地方財政の均衡化を図る目的等に

より交付する地方交付税のうちの教育費充当額（推計）を，「国が負担した教育費」とし

て考察する場合がある（第１６表，付・第２表，付・第４表）。

また，昭和４６会計年度以前の全国数値には，沖縄県分が含まれていない。

本章の地方教育費について

 私立学校に対する地方公共団体の補助金

本章の地方教育費

 前章の地方教育費総額

 （ただし，「公費に組み入れられない寄付金」は除く）

 公立大学・短期大学経費

１ 文教費の推移と国内総生産・国民所得に対する

比率の状況

昭和２４年度以降の文教費と国内総生産・国民所得，それらの対前年度伸び率並びに国内

総生産・国民所得に対する文教費の比率をみると，第１５表のとおりである。

これによると，平成１９年度の国及び地方の文教費の純計は２２兆７，３１７億円であり，対前

年度伸び率は１．２％となっている。

一方，国内総生産及び国民所得はそれぞれ５１５兆８，５７９億円，３７４兆７，６８２億円であり，

対前年度伸び率はそれぞれ１．０％，０．３％となっている。

なお，国内総生産・国民所得に対する文教費総額の比率の推移は，第１０図のとおりである。

第１０図 国内総生産及び国民所得に対する文教費総額の比率
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２ 総行政費に占める文教費の割合の状況

文教費と総行政費との関係をみると，それぞれの実額，対前年度伸び率及び総行政費に

占める文教費の割合は第１５表のとおりである。

なお，ここでいう総行政費とは，国と地方の歳出決算額の純計である（ただし，国の行政費

は，一般会計と国立大学法人等歳出決算額の純計であり，地方の行政費は，都道府県及び

市町村の公営事業会計を除いた普通会計歳出決算額の純計である。以下，本項でとりあげる

行政費についても同じ。）。

平成１９年度の総行政費は１４７兆９８２億円であり，対前年度伸び率は３．１％となっている。

一方，総行政費に占める文教費総額の割合は１５．５％となっている。

３ 文教費にみる国・地方の負担関係の推移

文教費は「国が負担した教育費」と「地方が負担した教育費」に大別されるが，両者の実額と

その負担割合をみると，第１６表(1)のとおりである。

なお，ここでは，国が地方に交付した地方交付税のうち，教育費に充当した部分（推計）を

「国が負担した教育費」とみなしているので，他の項における国又は地方の教育費とは一致し

ない。

平成１９年度において，国が負担した教育費は９兆５，４７３億円（文教費総額に占める割合

４２．０％），地方が負担した教育費は１３兆１，８４４億円（同５８．０％）となっている。

４ 国と地方別にみた教育費のそれぞれの行政費に

占める割合の状況

ここでは，文教費総額と総行政費の関係を，国と地方の各財政主体別に解説することとする。

(１) 国の教育費と行政費との関係

国が支出した教育費と行政費との関係を年次別にみると，第１７表のとおりである。

これによると，平成１９年度の国の教育費は６兆９，４７２億円（対前年度伸び率６．０％），

国の行政費は８３兆２，９２０億円（同０．７％）となっている。

国の行政費に占める教育費の割合は８．３％となっている。

(２) 地方の教育費と行政費との関係

地方が支出した教育費と行政費との関係を年次別にみると，第１８表のとおりである。

これによると，平成１９年度の地方の教育費は１７兆７，３７１億円（対前年度伸び率△０．６

％），地方の行政費は８９兆１，４７６億円（同△０．１％）となっている。

地方の行政費に占める教育費の割合は１９．９％となっている。

５ 教育分野別にみた文教費総額の推移

文教費が学校教育，社会教育及び教育行政の各教育分野別にどれだけ支出されているか

を年次別にみると，第１９表(１)，(２)のとおりである。

これによると，文教費総額の７５．４％を学校教育費が占めており，その中でも，義務教育諸

学校(小学校，中学校，特別支援学校及び中等教育学校)の経費が文教費総額の４６．５％を

占めている。

また，教育分野別に在学者・国民一人当たり文教費をみると，第１９表(３)，(４)のとおりである。

このうち，学校教育費についてみると，幼稚園が７１万６千円（対前年度伸び率２．５％），小

学校が８９万１千円（同０．３％），中学校が１０３万４千円（０．２％），特別支援学校が

８３８万７千円（同△２．３％），高等学校が１１７万５千円（同２．０％），中等教育学校が１９１万５

千円（同６２．１％），高等教育費が４１０万５千円（同５．６％），専修学校が１４７万３千円（同

０．３％），各種学校が７２万５千円（同△４．４％）となっている。



「文教費の概観」付・第１～４表に関する注
及び平成１９年度の算出基礎について

（単位：千円）

付・第１表 注
１ 国の歳出総額（Ａ）

明治６～昭和38年度は国の一般会計歳出決算額である。（ただし，大正７～12年度及
び昭和12～22年度は国の一般会計と臨時軍事費特別会計との歳出合計額から，一般会
計から臨時軍事費特別会計への繰入額を控除した額である。）

昭和39～平成15年度は，国の一般会計と国立学校特別会計との歳出合計額から「一
般会計から国立学校特別会計への繰入額」を控除した額である。

平成16年度以降は国立学校特別会計が廃止されたため，国の一般会計から国立大
学法人関係補助金等を控除し、国立大学法人等の歳出決算額を加えた額である。

（Ａ）＝（ａ－ｂ）＋ｃ 83,292,007,706
ａ 一般会計歳出決算額 81,842,570,226
ｂ 国立大学法人関係補助金等 1,447,148,155
ｃ 国立大学法人等歳出決算額 2,896,585,635

資料：明治29年度以降決算報告書
自大正３年８月至大正14年４月臨時軍事費特別会計始末
自昭和12年７月至昭和21年２月臨時軍事費特別会計始末

２ 国の文治費（Ｂ）
各年度の一般会計歳出額から，次の経費を除いたものである。

明治６年度…陸軍費，陣営建築費，徴兵費，海軍費，軍艦諸費
明治10～43年度…陸軍省及び海軍省所管歳出額
大正７～９年度…陸軍省及び海軍省所管歳出額，一般会計より陸軍特別会計への繰入額
大正10～昭和11年度…陸軍省及び海軍省所管歳出額
昭和12～19年度…陸軍省及び海軍省所管歳出額，一般会計より陸軍特別会計への繰入額
昭和20年度…第一復員及び第二復員省所管歳出額
昭和21・22年度…終戦処理費，賠償関係経費，復員・引揚援護関係経費
昭和23年度…終戦処理費，賠償関係経費，復員・引揚援護関係経費，連合国財産返還費
昭和24年度…特別調達庁経費，終戦処理費，賠償関係経費，引揚援護庁経費，特殊財

産処理費
昭和25・26年度…終戦処理費，賠償関係経費，引揚援護庁経費，特殊財産処理費，特

別調達庁経費，警察予備隊経費
昭和27年度…賠償庁経費，引揚援護関係経費，調達庁経費，保安庁経費，平和回復善

後処理費，防衛支出金，安全保障諸費，連合国財産不要補償費，連合国
財産返還補償事務処理費

昭和28年度…調達庁経費，保安庁経費，平和回復善後処理費，防衛支出金，安全保障
諸費，連合国財産補償費，連合国財産返還補償事務処理費，引揚援護
関係経費

昭和29・30年度…平和回復善後処理費，調達庁経費，防衛庁経費，防衛支出金，連合
国財産補償費，連合国財産返還補償事務処理費，安全保障諸費，
引揚者援護費，引揚復員官署経費

昭和31年度…平和回復善後処理費，調達庁経費，防衛庁経費，防衛支出金，連合
国財産返還補償事務処理費，引揚者等援護費，引揚復員官署経費，

賠償等特殊債務処理費
昭和32～36年度…調達庁経費，防衛庁経費，防衛支出金，連合国財産返還補償事務

処理費，引揚者等援護費，賠償等特殊債務処理費
昭和37・38年度…防衛関係費，賠償等特殊債務処理費，引揚者等援護費
昭和39～53年度…「１国の歳出総額（Ａ）」から防衛関係費，賠償等特殊債務処理費，引

揚者等援護費を控除した額
昭和54年度以降…「１国の歳出総額（Ａ）」から防衛関係費，引揚者等援護費を控除した額

（Ｂ）＝ａ－（ｂ＋ｃ） 78,513,448,235
ａ 国の歳出総額（前記Ａ） 83,292,007,706
ｂ 防衛関係費（内閣府所管） 4,757,565,015
ｃ 引揚者等援護費（厚生労働省所管）（引揚者給付金等支給費を含む）

20,994,456
資料：「明治前期財政経済史料集成」第４，５巻

文部省「地方教育費調査報告書」昭和25会計年度以降
明治29年度以降決算報告書

３ 国の教育費（Ｃ）
明治６～昭和23年度は文部省所管一般会計歳出決算額である。
昭和24～38年度は次の方式により算出した。
文部省所管一般会計歳出決算額＋他省庁所管一般会計歳出決算額のうち地方教育

費補助額（「地方教育費調査報告書」による国庫補助金－文部省所管一般会計歳出決
算額中の地方教育費補助金額）

昭和39～平成15年度は，文部省所管一般会計（平成12年度以降は文部科学省所管
一般会計）と国立学校特別会計との歳出合計額から「文部省所管一般会計（平成12年度
以降は文部科学省所管一般会計）から国立学校特別会計への繰入額」を控除し，前記
と同じ方式により算出した。

平成16年度以降は，文部科学省所管一般会計歳出決算額から国立大学法人関係補
助金等を控除し，国立大学法人等の歳出決算額と他府省補助金を加えた額である。

（Ｃ）＝（ａ－ｂ）＋ｃ＋ｆ 6,947,187,209
ａ 文部科学省所管一般会計歳出決算額 5,445,712,050
ｂ 国立大学法人関係補助金等（前記Ａのｂ） 1,447,148,155
ｃ 国立大学法人等歳出決算額（前記Ａのｃ） 2,896,585,635
ｄ 本調査の「国庫補助金」総額 1,949,764,002
ｅ 文部科学省関係補助金（決算書の該当項目の積み上げ額）1,897,726,323
ｆ 他府省補助金（ｄ－ｅ） 52,037,679

資料：昭和７年度以降決算報告書
「地方財政概要」，「文部省年報」，「学校基本調査報告書」，「地方教育費調査報告書」

４ 地方教育費補助（Ｄ）
明治６～昭和24年度は，文部省所管の地方教育費補助金の決算額である。
昭和25～49年度は「地方教育費調査報告書」による国庫補助金の額である。
昭和50年度以降は「地方教育費調査報告書」による国庫補助金の額及び「学校基本

調査報告書」による公立大学・短期大学への国庫補助金の額である。

（Ｄ）＝本調査の国庫補助金総額（前記Ｃのｄ）＋公立大学・短期大学への国庫補助金
1,949,764,002 ＋ 2,807,277 ＝ 1,952,571,279



５ うち義務教育費（Ｅ）
「地方教育費補助Ｄ」のうち義務教育費補助費である。
平成14年度から中等教育学校の経費を前期課程と後期課程の人数で按分し，義務教

育にあたる前期課程相当額を推定している。

（Ｅ）＝ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ 1,874,859,305
ａ 本調査の「国庫補助金」小学校 1,122,276,360
ｂ 本調査の「国庫補助金」中学校 637,806,375
ｃ 本調査の「国庫補助金」特別支援学校 114,138,437
ｄ 本調査の「国庫補助金」中等教育学校（前期課程） 638,133

６ 国立学校（Ｆ）
明治６，10，14年度は，文部省所管歳出中の国立学校関係費である。
明治29～昭和21年度は，文部省所管一般会計歳出決算額のうち国立学校の創設等

に伴う営繕設備費及び学校特別会計への政府支出金の合計額である。
ただし，昭和20年度まで大蔵省所管にあった国立学校営繕関係経費を除いた。
昭和22～28年度は，文部省所管一般会計歳出決算額中の国立学校運営費，国立文

教施設整備費，国立文教施設災害復旧費及び行政共通費中の国立学校関係費の合計
額である。

昭和29～38年度は，文部省所管一般会計歳出決算額中の国立学校費，国立文教施
設整備費及び国立文教施設災害復旧費の合計である。

昭和39～平成15年度は，国立学校特別会計歳出決算額である。
平成16年度以降は国立学校特別会計が廃止されたため，国立大学法人等の歳出決

算額である。

（Ｆ）＝国立大学法人等歳出決算額（前記のＣのｃ） 2,896,585,635

７ そ の 他（Ｇ）
「国の教育費（Ｃ）」から「地方教育費補助（Ｄ）」と「国立学校（Ｆ）」の経費を控除した額である。

（Ｇ）＝ａ－（ｂ＋ｃ） 2,098,030,295
ａ 国の教育費（前記Ｃ） 6,947,187,209
ｂ 地方教育費補助（前記Ｄ） 1,952,571,279
ｃ 国立学校（前記Ｆ） 2,896,585,635

資料：「文部省年報」明治６年度
明治10，14年度「明治前期財政経済史料集成」第４，５巻
明治29年度以降決算報告書

付・第２表 注
１ 本表の「国の歳出総額（Ａ）」，「国の文治費（Ｂ）」，「国立学校（Ｆ）」及び「そ
の他（Ｇ）」の各欄の金額は，付・第１表の該当欄の金額に同じ。

２ 「国の教育費（Ｃ）」及び「地方教育費補助（Ｄ）」の金額は，それぞれ付・第１
表の該当欄の金額に，国が地方に対して交付した地方交付税のうち次の方
式によって推定した教育費充当額を加算した額である。

昭和11年度 ：臨時町村財政補給金のうち次の方式によって算出した教育費充当額

昭和11年の尋常小学校教員数
昭和７年の尋常小学校費臨時補助費×

昭和７年の尋常小学校教員数

昭和12～14年度：臨時地方財政補給金のうち次の方式によって算出した教育費充当額

地方歳出決算の教育費の（総額－国庫支出金）
臨時地方財政補給金×

地 方 歳 出 決 算 の （ 総 額 － 国 庫 支 出 金 ）

昭和15～22年度：地方分与税分与金のうち次の方式によって算出した教育費充当額

地方歳出決算の教育費の（総額－国庫支出金）
地方分与税分与金×

地 方 歳 出 決 算 の （ 総 額 － 国 庫 支 出 金 ）

昭和23・24年度：地方配付税配付金のうち次の方式によって算出した教育費充当額
地方歳出決算の教育費の（総額－国庫支出金）

地方配付税配付金×
地 方 歳 出 決 算 の （ 総 額 － 国 庫 支 出 金 ）

昭和25～27年度：地方財政平衡交付金のうち次の方式によって算出した教育費充当額

義務教育教職員給与費×１／２＝α
地方歳出決算の教育費の（総額－国庫支出金）

（地方財政平衡交付金－α）×
地方歳出決算の（総額－国庫支出金－ａ）

なお，義務教育教職員給与費は「地方教育費調査報告書」による。

昭和28年度 ：地方財政平衡交付金のうち次の方式によって算出した教育費充当額

地方歳出決算の教育費の（総額－国庫支出金）
地方財政平衡交付金×

地 方 歳 出 決 算 の （ 総 額 － 国 庫 支 出 金 ）

昭和29～36年度：地方交付税と入場譲与税のうち次の方式によって算出した教育費充当額

地方歳出決算の教育費の（総額－国庫支出金）
地方交付税・入場譲与税×

地 方 歳 出 決 算 の （ 総 額 － 国 庫 支 出 金 ）

昭和37年度以降：地方交付税のうち次の方式によって算出した教育費充当額

地方歳出決算の教育費の（総額－国庫支出金）
地方交付税×

地 方 歳 出 決 算 の （ 総 額 － 国 庫 支 出 金 ）

（Ｃ）＝ａ＋ｂ 9,547,264,000
ａ 国の教育費（付・第１表のＣ） 6,947,187,209

地方歳出決算の教育費の（総額－国庫支出金）
ｂ 地方交付税 ×

地 方 歳 出 決 算 の （ 総 額 － 国 庫 支 出 金 ）
( 16,431,769,000 － 2,092,368,000)

＝ 14,290,345,000 ×
( 89,147,615,000 － 10,336,486,000)

＝ 2,600,076,791



（Ｄ）＝ａ＋ｂ 4,552,648,070
ａ 地方教育費補助（付・第１表のＤ） 1,952,571,279
ｂ 地方交付税中の教育費充当額（上記Ｃのｂ） 2,600,076,791

３ 「うち義務教育費（Ｅ）」の金額は，付・第１表の「うち義務教育費（Ｅ）」の金額に２の方式
に準じて算定した地方交付税中の義務教育費充当額（推定）を加算した額である。

（Ｅ）＝ａ＋ｂ 3,123,527,266
ａ うち義務教育費（付・第１表のＥ） 1,874,859,305

地 方 歳 出 決 算 の 小 学 校 費 , 中 学 校 費 , 及 び
特 殊 学 校 費 の 合 計 の ( 総 額 － 国 庫 支 出 金 )

ｂ 地方交付税×
地 方 歳 出 決 算 の （ 総 額 － 国 庫 支 出 金 ）

( 8,551,390,000 － 1,664,997,000)
＝ 14,290,345,000 ×

( 89,147,615,000 － 10,336,486,000)

＝ 1,248,667,961

付・第３表 注
１ 地方歳出総額（Ａ）

昭和10年度以降は，地方歳出の普通会計分（事業会計及び公営企業会計以外の会
計）の決算額（純計）である。

ただし，昭和19・20年度は予算額である。

（Ａ）＝地方歳出決算総額（付・第２表のＣのｂの内訳） 89,147,615,000

資料：総理府統計局「日本統計年鑑」昭和10～14年度
自治庁「地方財政概要」昭和15～30年度
自治庁「地方財政統計年報」昭和31・32年度
自治庁「都道府県決算状況調」・「市町村決算況調」昭和33～36年度
自治省「地方財政の状況」昭和37～平成10年度
総務省「地方財政の状況」平成11年度以降

２ 地方教育費総額（Ｂ）
昭和10～23年度は，地方歳出の教育費決算額である。
昭和24会計年度以降は，文部省「地方教育費調査報告書」（平成11会計年度以降は

文部科学省）による地方教育費（ただし，公費に組み入れられない寄付金を除く）と文部
省「文部省年報」，文部省「学校基本調査報告書」（平成13年度以降は文部科学省）によ
る公立大学・短期大学経費，私立学校への地方公共団体からの補助金（ただし，昭和
36年度以降についてである）の合計による地方教育費総額である。

平成10会計年度以降は，前述算出方法のうち，私立学校への地方公共団体からの補
助金については，「私立学校の財務状況調査」の廃止に伴い，日本私立学校振興・共済
事業団の「今日の私学財政」より別途算出した額である。

（Ｂ）＝ (ａ－ｂ)＋ｃ＋ｄ 17,737,073,176 ( 16,308,545,776 )
ａ 本調査の地方教育費総額 16,564,759,401 ( 15,136,232,001 )
ｂ 同上のうち「公費に組み入れられない寄付金」 36,256,136
ｃ 公立大学・短期大学経費 482,411,928
ｄ 私立学校に対する地方公共団体の補助金 726,157,983

※（ ）内は債務償還費を除く額である。（以下同じ）

資料：文部省「地方教育費調査報告書」昭和24会計年度～平成10会計年度
「文部省年報」昭和25・26年度
「学校基本調査報告書」昭和27年度～平成12年度
「私立学校の財務状況調査報告書」昭和45会計年度～平成９会計年度

日本私立学校振興・共済事業団
「今日の私学財政」平成10会計年度以降

文部科学省「地方教育費調査報告書」平成11会計年度以降
「学校基本調査報告書」平成13年度以降

３ 国庫負担金・補助金額（Ｃ）
付・第１表における「地方教育費補助（Ｄ）」の昭和10(1935)年度以降の金額に同じ。

1,952,571,279

４ 地方純負担額（Ｄ）
「地方教育費総額（Ｂ）」から「国庫負担金・補助金額（Ｃ）」を控除した額である。

（Ｄ）＝ａ－ｂ 15,784,501,897 ( 14,355,974,497 )
ａ 地方教育費総額（前記Ｂ） 17,737,073,176 ( 16,308,545,776 )
ｂ 国庫負担金・補助金額（前記Ｃ） 1,952,571,279

付・第４表 注
１ 国の歳出総額（ａ）

付・第１表の「国の歳出総額（Ａ）」の昭和10(1935)年度以降の金額に同じ。
83,292,007,706

２ 地方の歳出総額（ｂ）
付・第３表の「地方歳出総額（Ａ）」の昭和10(1935)年度以降の金額に同じ。

89,147,615,000
３ 純 計（ｃ）

「国の歳出総額（ａ）」と「地方の歳出総額（ｂ）」との合計額から，次の重複額を控除した
ものである。

昭和10～14年度は，分担金，国庫補助補給交付金，道府県補助補給交付金，地方公
共団体分担金，納付金

昭和15～24年度は，分与税分与金特別会計（昭和23・24年度は配付金，配付金特別
会計）の一般会計からの受入額（昭和20年度のみは支出済額），分担金及び負担金，国
・県支出金，地方公共団体分担金，納付金

昭和25～28年度は，地方財政平衡交付金，分担金及び負担金，国庫支出金，都道府
県支出金，地方公共団体分担金，納付金

昭和29～33年度は，一般会計歳入決算額中の公共事業費分担金及び公営企業以外
の地方歳入合計決算額中の地方交付税，地方譲与税，国庫支出金

昭和34年度以降は普通会計歳入決算額中の地方交付税，地方譲与税，国庫支出金

（ｃ）＝ (ａ＋ｂ)－(ｃ＋ｄ＋ｅ) 147,098,229,706
ａ 国の歳出総額（付・第１表のＡ） 83,292,007,706
ｂ 地方の歳出総額（付・第３表のＡ） 89,147,615,000
ｃ 地方交付税（付・第２表のＣのｂの内訳） 14,290,345,000
ｄ 地方譲与税 714,562,000
ｅ 国庫支出金（付・第２表のＣのｂの内訳） 10,336,486,000



資料：昭和10年度以降決算歳出決算報告書
自治庁「地方財政概要」昭和20～30年度
自治庁「地方財政統計年報」昭和31～34年度
自治庁「昭和35年度都道府県決算状況調」
自治庁「昭和35年度市町村決算状況調」・「昭和35年度大都市

及び特別区決算状況調」
自治省「地方財政の状況」昭和37年度～平成10年度
総務省「地方財政の状況」平成11年度以降

４ 国の教育費（ｄ・１）
付・第１表の「国の教育費（Ｃ）」昭和10(1935)年度以降の金額に同じ。

6,947,187,209

５ 国の教育費（ｄ・２）
付・第２表の「国の教育費（Ｃ）」昭和11(1936)年度以降の金額に同じ。

9,547,264,000

６ 地方の教育費（ｅ）
付・第３表の「地方教育費総額（Ｂ）」の金額に同じ。

17,737,073,176 ( 16,308,545,776 )

７ 純 計（ｆ）
「国の教育費（ｄ・１）」と「地方の教育費（ｅ）」との合計額から，付・第１表の「地方教育

費補助（Ｄ）」（付・第３表の「国庫負担金・補助金額（Ｃ）」と同じ）を控除した額である。

（ｆ）＝ａ＋ｂ－ｃ 22,731,689,106 ( 21,303,161,706 )
ａ 国の教育費（付・第１表のＣ） 6,947,187,209
ｂ 地方教育費総額（付・第３表のＢ） 17,737,073,176 ( 16,308,545,776 )
ｃ 地方教育費補助（付・第１表のＤ） 1,952,571,279

８ うち義務教育費（ｇ）
昭和10～15年度は，「文部省年報」による市町村立小学校公学費である。
昭和16～21年度は，市町村立小学校公学費の次の方式による推定額である。

(各年度の文部省一般会計歳出額（平成12年度は文部科学省一般会計歳出額）
中の義務教育教員俸給補助金×２)＝α

(α＋昭和15年度の義務教育教員給与以外の地方教育費)＝β

各年度の市町村立小学校児童数
β ×

昭和15年度の市町村立小学校児童数

昭和22年度は，「文部省年報」による都道府県立・市町村立の小学校及び中学校経費
である。

昭和23・24年度は，「文部省年報」による国立及び都道府県立・市町村立の小学校・中
学校及び盲・聾学校の経費である。

昭和25～28年度は，「地方教育費調査報告書」，「国立初等・中等学校教育費調査報
告書」，「文部省年報」及び「学校基本調査報告書」による国立及び公立小学校・中学校
及び盲・聾・養護学校教育費の合計額である。

昭和29年度以降は，「地方教育費調査報告書」と「学校基本調査報告書」による国立

・公立の小学校・中学校及び盲・聾・養護学校教育費（ただし，公費に組み入れられない
寄付金を除く）の合計額である。

ただし，昭和23～28年度の盲・聾・養護学校については，それぞれの年度の義務教育
相当の小学部の学年の児童数と全児童生徒数との比率をもって盲・聾・養護学校教育費
総額中の義務教育相当額を推定したものである。

平成14年度から中等教育学校の経費を前期課程と後期課程の人数で按分し，義務教
育にあたる前期課程相当額を推定している。

（ｇ）＝（ａ－ｂ）＋ｃ 10,632,856,607 ( 9,975,073,766 )

ａ 公立学校義務教育費計 10,588,327,200 ( 9,930,544,359 )

公立小学校 6,255,040,728 ( 5,889,101,964 )
公立中学校 3,448,460,449 ( 3,191,585,573 )
公立特別支援学校 875,112,921 ( 840,259,463 )
公立中等教育学校（前期課程） 9,713,102 ( 9,597,359 )

ｂ 公立学校「公費に組み入れられない寄付金」計 16,297,152

公立小学校 8,505,970
公立中学校 7,385,948
公立特別支援学校 386,638
公立中等教育学校（前期課程） 18,596

ｃ 国立義務教育費計 60,826,559

国立小学校費 22,918,092
国立中学校費 21,573,175
国立特別支援学校費 15,386,613
国立中等教育学校費(前期課程） 948,679

資料：文部省「文部省年報」昭和10～26年度
「国立初等・中等学校教育費調査報告書」昭和25～28会計年度
「地方教育費調査報告書」昭和25会計年度～平成10会計年度
「学校基本調査報告書」昭和25年度～平成12年度

文部科学省「地方教育費調査報告書」平成11会計年度以降
「学校基本調査報告書」平成13年度以降



文　教　費　総　額　と　は　？
国の教育費について（付・第１表　注より）

   

b.国立大学法人関係補助金等

c.国立大学法人等歳出決算額

＋ (c)

d.地方教育費調査の「国庫補助金」総額
(f)

（Ｂ）= ( a - b ) + c + f

地方の教育費について（付・第３表　注より）

(ｇ－ｈ)

ｈ．公費に組入れられない寄付金

＋

( ｉ )

( ｊ )

＋ （Ａ）= （Ｂ） + （Ｃ） - (ｋ) 

(Ｃ) = ( ｇ - ｈ ) + ｉ + ｊ 

－

地方教育費総額（Ｃ）

(a-b)

（ｋ）地方教育費補助

ｊ．私立大学への地方公共団体からの補助金
（「今日の私学財政」より別途算出）

ｇ－ｈ

ｉ．公立大学・短期大学経費
（「学校基本調査報告書」より）

国の教育費（Ｂ）

f.他府省庁補助金（d-e）

c.国立大学法人等歳出決算額

d.地方教育費調査の「国庫補助金」総額

公立大学・短期大学への国庫補助金

ｇ．地方教育費調査の
「地方教育費総額」

a.文部科学省所管一般会計
歳出決算額

(ｋ)「地方教育費補助」
（国から地方に対し支出した補助金。）

文教費総額（Ａ）

国の教育費（Ｂ）

地方教育費総額（Ｃ）

＋

純計（ａ－ｂ）

e.文部科学省関係補助金
（決算書該当項目の積上額）

（注）国の教育費（B）及び地方教育費総額（C）の中には，「国庫
補助金（他府省庁分も含む）」が計上されており，文教費総額を
算出するときは「国」または「地方」のいずれかより差し引かなく
てはならない。

（ｋ）地方教育費補助
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